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中央競技団体の現況が明らかに 
（役職員構成、新型コロナウイルスの影響等） 

 

新型コロナウイルス禍の中、東京オリンピック・パラリンピック後の更なる経営力強化が求められる 
 

笹川スポーツ財団 2020 年度 「中央競技団体現況調査」 
 
「スポーツ・フォー・エブリワン」を推進する公益財団法人笹川スポーツ財団（所在地：東京都港区 理
事長：渡邉一利 以下：SSF）は、2 年に 1 度実施している『中央競技団体現況調査』の 2020年度調査
結果を公開いたしました。新型コロナウイルス感染症の影響を受け思い通りに活動が出来ない中、2020 
年東京オリンピック・パラリンピック後を見据え、普及と強化を進めなければならない中央競技団体に
ついて、「役職員構成」「登録競技者数」など、項目ごとに現況をまとめています。 
※レポートの全文は、SSF ウェブサイトでご覧いただけます。 
 
 

【主な調査結果】 

１． 役職員・および評議員 

＜男女比＞男性役員 1,364人、女性役員 251 人で役員の 8割強が依然男性 

＜理 事＞全役職員および評議員（4,126人）に対し、非常勤理事（1,310 人）の割合が高い 

「女性役員が存在しない団体」の割合は 2010 年度 44.3％、2012年度 31.0％、2014年度 19.1％、 

2016 年度 17.7％、2018年度 11.1％、2020年度 11.5％と減少傾向。 
 

２． 新型コロナウイルス感染症の影響 

① 経常収益の変化 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、事業活動が制限された 2020年 4月～9月期における当初

収支予算に対する経常収益の変化について、最も多かったのは 

「20％以上の大幅なマイナス影響が発生」（44団体）で、全体の半数以上で大きな減収。 
 

② 経常収益減少の要因 

「主催・公認大会の自粛・延期・中止」が 81.5％と最も高く、以下「登録競技者数の減少」（61.5％）、

「オフィシャル・スポンサー収入の減少」（52.3％）、「その他」（6.0％）の順 

 
 

■研究担当者コメント 
 「スポーツ団体ガバナンスコード」（2019）の遵守と公表が追い風となり、中央競技団体の組織運営体制

の整備が進められている。特に役員の構成では、目標割合の設定とその具体策により女性役員の増加がみら

れる。恐らく、今年度に改選期を迎える団体では、更なる女性役員の登用が加速するだろう。多様性の確保

の観点から、競技経験のみならず女性ならではの視点や経験が反映される組織運営が望まれる。 
また、新型コロナウイルス感染症の拡大は中央競技団体の経営に多大な影響を与えている。2020 年度上半

期における経常収益の変動をみると、回答団体の 9 割にあたる 71 団体が、大会等事業の自粛・延期・中止

やそれに伴う登録競技者の減少、スポンサー契約の見直し等の要因により一定程度のマイナス影響があった

と回答した。同感染症の収束の見通しが立たない中、断続的な制限が求められる事業活動を鑑みると、年間

を通じてさらに大きな減益が生じる可能性があり、中央競技団体の厳しい経営状況が浮かび上がる。東京オ

リンピック大会後を見据え、収益力を高める経営強化や適正なガバナンスの確保など、中央競技団体の責務

は拡大する一方だが、統轄団体をはじめとしたスポーツ界全体でこの難局を乗り越える施策や仕組みづくり

に期待したい。 
【笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 シニア政策ディレクター 吉田智彦】 

この件に関するお問合せ先 
笹川スポーツ財団 広報担当：竹下、清水 

TEL：03-6229-5300 info@ssf.or.jp 
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１．役職員および評議員 

団体の役職員および評議員について、「理事（常勤）」「理事（非常勤）」「監事」「評議員」「正規雇用

者」「契約／嘱託職員」「出向」「派遣職員」「アルバイト」「インターン」および「その他」の分類で性

別に人数をたずねた。78 団体の役職員および評議員の合計は 4,126 人であり、このうち「理事（常勤）」

「理事（非常勤）」「監事」（3 役職を合わせて以下、役員とする）が 1,615 人、「評議員」が 1,394 人、

役員および評議員を除いた職員等は 1,117 人であった（図表１）。 
 

図表１ 中央競技団体の雇用形態別人数（n=78） 

 
役員の人数を全体（4,126 人）に対する割合でみると、理事（常勤）が 3.5％、理事（非常勤）が 31.7％、

監事が 4.0％と、理事（非常勤）の割合が飛び抜けて高く、多くの理事（非常勤）が存在していること

がわかる。性別にみると、男性役員の合計が 1,364 人であるのに対して女性役員は 251 人と、役員の

84.5％が男性で占められている。 
また、78 団体のうち 9 団体（11.5％）では女性役員が存在せず、39 団体（57.1％）では女性役員が 2

人以下であった。なお、分析対象としている団体が異なるため単純な比較は難しいが、女性役員が存在

しない団体の割合は 2010 年度 44.3％、2012 年度 31.0％、2014 年度 19.1％、2016 年度 17.7％、2018
年度 11.1％と減少傾向にある。 
役員・評議員を除いた職員等の数は 78 団体で 1,117 人であり、1 団体あたりの平均は 14.3 人である。

前述の役員と同様に、回答団体が異なるため単純な比較は難しいが、2018 年度調査の職員等 902 人か

ら総数で 215 人の増加がみられた。人数の分布は 0 人から 221 人までその規模はさまざまである。職

員等が存在しない団体（5 団体）では、役員が職員の役割を兼務しているものと推察される。性別にみ

ると、男性が 657 人（58.8％）、女性が 460 人（41.2％）であり、役員・評議員と比較すると女性の割

合が高かった。 
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２． 新型コロナウイルス感染症の影響 

① 経常収益の変化 

 新型コロナウイルス感染症の拡大により、事業活動が制限された 2020 年 4 月～9 月期における当初

収支予算に対する経常収益の変化についてたずねた。最も多いのは「20％以上の大幅なマイナス影響が

発生」の 44 団体で、全体の半数以上が大きな減収があったと回答した（図表 2）。次いで「一部のマイ

ナス影響が発生」が 21 団体、「今後、年度内にマイナス影響が発生する見込み」が 6 団体、「算定不可」

が 3 団体であった。マイナス影響を受ける団体の割合が突出する一方、「変化なし」（3 団体）、「プラス

影響の発生・発生見込み」（2 団体）と回答する団体もあった。 
 

図表 2 新型コロナウイルス感染症による経常収益の変化（n=79） 

 
 
② 経常収益の減少要因 

「20％以上の大幅なマイナス影響が発生」または「一部のマイナス影響が発生」と回答した 65 団体の

経常収益減少の要因については、「主催・公認大会の自粛・延期・中止」が 81.5％と最も高く、以下「登

録競技者数の減少」（61.5％）、「オフィシャル・スポンサー収入の減少」（52.3％）、「その他」（6.0％）

の順であった（図表 32）。「その他」の要因には、「受取補助金の減少」「各種講習会等の中止に伴う参

加料減収」などの回答が含まれる。 
このうち、「主催・公認大会の自粛・延期・中止」において大会数の回答があった 32 団体をみると、自

粛・延期・中止が 1～10 大会に及んだのは 20 団体にのぼり、11～20 大会が 6 団体、21 大会以上が 6
団体であった。最少は 1 大会（3 団体）、最大は 150 大会（1 団体）であった。「登録競技者数の減少」

につき、おおよその減少割合を回答した 27 団体では、4 割にあたる 11 団体で約 20％もしくはそれ以

下の減少があった。そのほか、約 41～60％が 9 団体、約 61～80％が 4 団体、約 21～40％が 3 団体で、

約 80％を超えた減少割合を回答した団体はなかった。同様に「オフィシャル・スポンサー収入の減少」

へ回答した 19 団体の減少割合をみると、7 団体が約 20％以下と回答した。続いて約 41～60％が 5 団

体、約 21～40％および約 81～100％がともに 3 団体ずつ、約 61～80％が 1 団体であった。100％と回

答する団体もあり、スポンサー収入の減少が厳しい状況にある。 
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図表 3 新型コロナウイルス感染症による経常収益の減少要因（n=65 複数回答） 

 

 

 
■調査概要 

 

調査名      ：中央競技団体現況調査 
調査対象    ：（公財）日本オリンピック委員会、（公財）日本スポーツ協会、（特非）日本ワールドゲ

ームズ協会に加盟、準加盟している中央競技団体 90 団体 
調査項目    ：①競技人口と登録制度について ②役職員数について ③採用状況について④経営状況に

ついて ⑤収支予算について 
調査期間    ：2020 年 10 月～11 月 
研究主体    ：公益財団法人 笹川スポーツ財団 
調査協力    ：（公財）日本オリンピック委員会、（公財）日本スポーツ協会、（特非）日本ワールドゲ

ームズ協会 
調査メンバー：武藤 泰明 早稲田大学スポーツ科学学術院 教授   

三浦 一輝 常葉大学法学部 准教授 
吉田 智彦 笹川スポーツ財団 スポーツ政策研究所 政策ディレクター   

※肩書は調査当時のもの 


